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雨水ポンプ場における耐震補強及び不同沈下対策設計事例 

 

オリジナル設計株式会社 

施設本部東日本施設部施設 2課 田村 孝太 

 

 I 市にあるＹポンプ場は、昭和 50 年度に供用開始した雨水ポンプ場である。Ｙポンプ場は、新耐震基準

（昭和 56 年）以前に設計された施設であることから耐震性能が不足していた。また、東日本大震災等によ

り地盤沈下が発生しており、場内施設についても不同沈下が発生し、建屋が傾斜したため天井クレーンの

動作不良等の不具合が生じた。そのため、Ｙポンプ場内のポンプ棟に必要とされる耐震性能を満足させる

ために鉄骨造建屋の柱脚部の根巻補強及びブレース部材の交換による補強設計と、不同沈下対策として根

がらみ工法を用いた対策の設計を行った。 

 

Key Words：雨水ポンプ場、鉄骨造、耐震補強、不同沈下対策、既存活用 

 

1.はじめに 

Ｉ市Ｙポンプ場は、昭和 50 年 4 月に供用を開始した雨水ポンプ場である。本市は東日

本大震災により震度６弱を記録しており、Ｙポンプ場も場内道路の沈下等の被害を受け

た。Ｙポンプ場内の施設は震災以降も徐々に不同沈下が進行した結果、建屋の傾斜により

天井クレーンの動作不良が発生した。また、Ｙポンプ場は新耐震基準以前に設計された施

設であることから、平成 27 年度に耐震診断を実施した。結果として現行の耐震基準に対

して耐震性能が不足することが確認され、耐震補強が必要と診断された。 

一方、近年では令和元年東日本台風や令和 2 年 7 月豪雨といった記録的な大雨が全国

各地で観測されており、雨水排水機能の確保は都市機能を守るためにその重要性を増し

ている。このような状況から、Ｙポンプ場においても必要とされる雨水排水機能を確保す

るために、老朽化した設備の更新と合わせて施設の耐震化及び不同沈下対策の設計を行

うこととなった。 

本稿では、Ｙポンプ場内にあるポンプ棟において耐震補強及び不同沈下対策として検

討を行った事例を報告する。 

 

2.施設の概要 

2.1 ポンプ場の概要 

Ｉ市Ｙポンプ場の概要を以下に示す。 

 ① ポンプ場の形式：分流式雨水ポンプ場 

② 構造形式 

（ポンプ棟建屋）：鉄骨造平屋建て（X方向ラーメン、Y方向ブレース構造） 
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（地下ポンプ井、沈砂池）：鉄筋コンクリート造        

③ 基礎形式：杭基礎（RC 杭、φ250～300、長さ 4～7m） 

④ 供用開始：昭和 50年 4 月 （経過年数 45年） 

⑤ 流入渠：凵 3,100×1,000mm 

⑥ 放流渠：□3,100×1,700mm 

⑦ 沈砂池：12.0m×5.0m×2 池 

⑧ 除塵設備：自動除塵機 2基、ベルトコンベヤ 1台 

⑨ ポンプ設備：横軸斜流ポンプ 3台（既設 2台） 

          φ1,000mm×3.3m×152ｍ3/min×37kW 

⑩ 計画雨水排水量：7.587m3/秒       

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

図-1 Ｙポンプ場敷地配置図及び施設沈下状況 

 

2.2 沈下の原因と状況 1) 

Ｙポンプ場は東日本大震災により、不同沈下が発生

した（図-1）。施設が沈下した原因は図-2 に示すよう

に、杭先端以深に液状化の可能性のある土層が存在し

ており、この土層が地震により液状化したことで支持

力を失い沈下が生じた可能性が考えられた。また、震

災発生当初は沈下による不具合は確認されていなかっ

たが、しばらくしてポンプ棟内に設置されている天井

クレーンの動作不良が発生した。これより、補強設計

時には沈下が終息している必要があるため、ポンプ棟

の沈下状況について数年に渡り調査を実施した(図-
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改修方針 case-1　鉄骨造上屋新築 case-2　鉄骨造上屋曳家＋耐震補強 case-3　鉄骨造上屋建て起こし＋耐震補強

◎ × 〇

既存建屋を撤去し建屋を新築するため、既
存施設や設備との干渉等を考慮する必要が
なく、施工性において問題はない。

建屋の移動には、建屋を一度ジャッキアッ
プする必要がある。場内敷地に余裕がない
ため、移動先の詳細検討を要する。

既存建屋を可能な限り活用するため、既存
設備との取り合いを考慮する必要がある
が、設備に関しては同時に更新を計画して
いるため、施工性に問題はない。

経済性 × △ ◎

51,000千円 37,000千円 17,000千円

【内訳】 【内訳】 【内訳】

1.既存建屋撤去：2,000千円 1.耐震補強：2,000千円 1.耐震補強：2,000千円

2.鉄骨造建屋新設：39,000千円 2.ジャッキアップ＋曳家：17,000千円 2.ジャッキアップ：9,000千円

3.基礎工事：10,000千円 3.鉄骨造建屋増築：8,000千円 3.地盤改良費：6,000千円

4.基礎工事：10,000千円

△ × ◎

建屋が新築され、震災での損傷が全面的に
改善出来るが、三つの案の中では最も経済
性に劣る。

曳家は最終的に別位置に建屋を配置する場
合に優位性のある工法であるが、本ポンプ
場においては現位置に復旧することを前提
としているため、その優位性がなくなる。
また場内敷地は余裕がなく、施工スペース
の確保が困難である。

建て起こし工事費は建て替えにおける建屋
の撤去・新築工事費より安価であり、経済
性に優れる。施工時に処理機能を阻害する
こともなく施工性も問題はない。

施工性

総合評価

概算工事費

3)。調査結果より、調査年月ごとに若干の誤差は見ら

れるが、調査を行った 4 年間における沈下量には大き

な変化が見られなかったことから、現在の地盤は安定

していることを確認した。 

 

3.検討内容 

3.1 ポンプ棟の改修方針 

（1）ポンプ棟の改修方針について 

ポンプ棟の耐震性能確保及び不同沈下対策の

方針として、以下の 3つの改修方針にて検討を行

った（図-4）。 

case-1は、既存の鉄骨建屋を撤去し、基礎を含

めて建屋を新築する案である。現行の耐震基準及

び地盤状況を考慮した基礎及び建屋を新築する

ため、耐震補強や不同沈下対策は不要となる。 

case-2は、耐震性能の不足に対しては、耐震補

強により必要な性能の確保を行い、不同沈下対策

としては、建屋を一度別の場所に移動させて新た

に基礎を構築し、構築した基礎の上に再度建屋を

戻す案である。現在のポンプ棟は一部を地下ポン

プ井の上に建設しているため、新たに基礎を打設

するには地下ポンプ井を外して打設する必要が

ある。そのため、新設する基礎に合わせて、建屋の増築が必要となる。 

case-3は、耐震性能の不足に対しては、耐震補強により必要な性能の確保を行い、

不同沈下対策としては、建屋の建て起こしと一部地盤改良を行う案である。既存建屋

の改造や基礎工事が不要であり、既存施設を可能な限り活用して改修が可能である。 

（2）ポンプ棟の改修方針の比較検討結果 

case-1～case-3の比較評価結果を表-1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 ポンプ棟改修方針比較概要図 

表-1 ポンプ棟改修方針評価結果一覧 

図-3 ポンプ棟における沈下量測定結果 

-250

-200

-150

-100

-50

0

B/1通 B/2通 B/3通 B/4通 C/1通 C/2通 C/3通 C/4通

沈
下
量

平成26年8月 平成28年2月 平成30年11月

調査箇所（通り芯位置）



技術報告集 第 35 号 令和 3 年 3 月 AWSCJ 

 
- 56 - 

 

case-1 は、建屋が新築されるため、耐震性能の確保や不同沈下対策のほか、震災

で生じた損傷が全面的に改善される。ただし、3 案の中で最も経済性に劣る。また、

既存建屋は、鉄骨部材に発錆は見られるものの部材厚が減少する程の腐食等の劣化

は発生しておらず、不同沈下による傾斜のほかには大きな劣化はない状態であった。

そのため、建屋を新築する優位性は低い。 

case-2 は、既存建屋を活用することができるが、建屋の移動が必要となる。ただ

し、Ｙポンプ場の敷地には建屋を仮置きできるだけの十分な余裕がなく、別途仮置き

先について検討が必要であった。また、地下ポンプ井や沈砂池を建て替えるのであれ

ば新築先へポンプ棟を移設できるため優位性が上がるが、今回地下ポンプ井等につ

いては建て替えではなく耐震補強により機能確保を行うため、施設の移設は発生し

ない。そのため、今回の場合では優位性がない。 

case-3 は既存建屋が残置されるため、設備の更新時の施工性としては case-1、2

に比べると若干劣るものの、経済性は最も優れている。また、更新される設備の規模

については現状と大差はなく、既存の建屋寸法で十分に対応が可能であることが確

認されたため採用に問題はない。したがって、今回のポンプ棟改修の方針は case-3

が最適であると判断した。なお、工事期間中の揚水機能の維持については、沈砂池内

に仮設のポンプを設置することで対応した。 

3.2 耐震補強方法の検討 2) 

ポンプ棟の改修方針より、既存建屋の耐震補強

が必要となったため、その補強方法について検討

を行った。 

施設の補強には大きく分けて、①耐震要素の付

加による耐力及びじん性を向上させる方法、②用

途などの変更により必要とされる耐力を低減させ

る方法の二つがある。しかし、ポンプ棟の用途は

変更せず、建屋の小規模化も困難であり、建屋の

減築や荷重の軽量化を考慮することは難しかっ

た。したがって、①耐震要素の付加により耐震性

能の確保を行うこととした。 

現況のポンプ棟は 3つの問題点があり、地震時

における柱脚の変形が大きい点、建物の平面的な

バランスが悪く偏心が発生している点、既存ブレ

ースの耐力が不足している点により耐震性能が現

行基準を満たしていない。そのため、これらのマ

イナス要因を解消することで、耐震性能を確保す

る方針とし、以下の通り補強方法を決定した。 

図-5 補強内容及び C 通りにおける補強概要図 

補強番号 補強内容

A-1 根巻柱脚新設
B-1 既存ブレース（軸径19mm）をL形鋼（寸法：65×65×6）に交換（接合部変更共）
B-2 既存ブレース（軸径19mm）をブレースM22（軸径20.22mm）に交換（接合部変更共）

図-6 ポンプ棟補強前後の偏心改善状況 

※B,C 通りの既存
ブレースをより強
度の高い材料に交
換することで、A 通
り側に偏っていた
剛心が B,C 通り側
に移動した。剛心と
重心が近づいたこ
とで、建物の偏心が
改善した。 
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工法 case-A　鋼管杭圧入工法 case-B 根がらみ工法

× 〇

基礎レベルまで掘削が必要な上、重機
が入れない基礎下等では、人力で掘削
を行う必要がある。また、基礎下の掘
削により、一時的に建屋の沈下が進行
する恐れがある。掘削後に基礎下にて
鋼管杭を貫入する作業を行うため、難
工事となる。

施工範囲は地上部の建屋のみであるた
め、すべての作業が地上で可能であ
る。また、建屋内の設備機器に関して
は同時に更新を行うため、支障物は発
生しない。

× ◎

【合計】66,000千円
掘削・埋め戻し：49,000千円
建て起こし工事：11,000千円
地盤改良：6,000千円

【合計】15,000千円
建て起こし工事：9,000千円
土台復旧工事：1,000千円
地盤改良：6,000千円

底版下に反力点を設けるため、地下の
ポンプ井下まで掘削及び埋め戻しの費
用が必要となる。また、地下部を含め
て修正を行うため、隣接する沈砂地に
ついても工事範囲となってしまう。

土台のレベル調整等の復旧工事が必要
であるが、経済的である。

× ◎

地下躯体を含めた工事となってしまう
ため、施工性・経済性の面で劣る。

地上部のみで完結しているため、経済
的であり、施工性も良い。

施工性

総合評価

経済性

①鉄骨柱の柱脚に根巻補強を行うことで柱脚の固

定度を大きくし、耐力を向上させる（図-5）。 

②既存ブレースをより強度の大きな材料に取り換

えることにより、耐力を向上させるとともに偏

心率・剛性率を改善させる（図-5、図-6）。 

3.3 不同沈下対策方法の検討 

ポンプ棟は不同沈下により、南東方向に最大 0.982

度の傾斜が発生している（図-7）。この傾斜により、

施設内にあるクレーンガーターが正常に稼働できな

い等の不具合が発生しており、施設が正常に機能し

ていない。そのため、不同沈下対策が必要であった。 

（1）ポンプ棟の不同沈下対策方法について 

不同沈下対策については、建て起こしの方法とし

て case-A、B の 2 つの方法について検討を行った

（図-8）。 

case-Aは、建物周囲を掘削し、基礎下に建物荷重

を反力にして鋼管杭を圧入することで、この鋼管杭

を反力点として油圧ジャッキで全体をかさ上げ修

復する案である。支持地盤に到達するまで鋼管を継

ぎ足すため、安定した地盤まで鋼管杭が設置され、

建屋の再沈下を防ぐことが可能である。ただし、現

在の地盤は安定しているため、再沈下が生じる可能

性は低い。 

case-Bは、土台と建屋を切り離し、H型鋼などの

根がらみ鋼材を建屋の鉄骨柱を挟み込むようにし

て組み、根がらみ鋼材と鉄骨柱を接合し、油圧ジャ

ッキでかさ上げ修復する案である。既存建屋の沈下

を修復した後に土台とのレベル差が発生するため、

別途レベル調整等の作業が必要である。 

（2）不同沈下対策方法の比較検討結果 

case-Aと case-Bの比較評価結果を表-2に示す。 

case-A は基礎下に反力点を設けることになるた

め、地下にポンプ井のある範囲ではポンプ井の基礎

まで掘削が必要となり、経済性と施工性に劣る。ま

た、この掘削の際に建屋の沈下が一時的に進行する

可能性が懸念される。 

図-8 不同沈下対策方法比較概要図 

表-2 不同沈下対策方法の比較検討結果 

クレーンガーターの 
稼働方向 

図-7 ポンプ棟の傾斜状況図 

建起し方法 概要図

case-A

case-B

 

反力杭 

既設 
建屋 

ポンプ井 

地盤改良 

 既設 
建屋 

ポンプ井 

根がらみ 

鋼材 

地盤改良 
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項目 1カ月 2カ月 3カ月 4カ月 5カ月 6カ月～

設備撤去

地盤改良

ジャッキアップ

耐震補強

設備据付
(5カ月)

case-B は、建屋を持ち上げるために根がら

み鋼材を建屋内部に配置する必要があるが、

根がらみ鋼材と既存の設備機器が干渉してし

まうため、一般的には採用は困難である（図-

9）。ただし、本設計の場合は設備更新を同時に

行うことにより、建屋内の設備を一度撤去し

仮設のポンプにより揚水機能が維持されるた

め、根がらみ工法の採用に支障はない。また、

case-A と異なり地上部のみで工事が完結して

おり、施工性、経済性共に優れている。したが

って、本設計では case-Bが最適であると判断した。 

3.4 施工手順 

建屋改修工事の施工手順を図-10に示す。初めに建屋

内の既存設備を撤去するとともに、施工可能な範囲から

順次地盤改良を行う。設備の撤去及び地盤改良が完了し

た後、根がらみ鋼材を設置し、鉄骨造建屋のジャッキア

ップにより不同沈下対策を行う。ジャッキアップにより

既存躯体との間に発生するレベル差については、無収縮

モルタルを充填することで調整する。不同沈下対策が完

了した後、耐震補強として柱の根巻補強及びブレースの

交換を行い、最終的に補強された建屋内に更新する設備

機器を設置して完了となる。 

 

4.おわりに 

今回設計では、設備更新と耐震補強設計と不同沈下対策を合わせた設計であったため、

互いの影響を考慮しながら検討を行う必要があった。 

下水道施設は整備の進展に伴い、維持管理の時代であると言われて久しく、今後も耐震

補強や設備更新といった改修業務が主流になると考えられる。既存施設の改修を行う際

には、施設機能の維持を前提としなければならないため、様々な制約が発生する。そのた

め、効率や経済性のみでは計りきれないところが多々ある。今後は自身の職種に限らず、

各職種への影響や発生する問題点を見通せる視点と、それらを総合的に判断する能力が

さらに必要とされるだろう。 
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